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の分析でも1839年に，金方渡によって俸禄支給が上昇した

ことを確認することができよう．ただし，それぞれの史料は

異なっている．グラフ 2－井沢家の棒グラフのうち，「通」と

あるのは，前述した「御
お

物
もの

成
なり

相
あい

渡
わたし

通
かよい

」にある支給額で，そ

れ以外は実支給額の記録を図示した．一方，有浦家の支給

額はすべて実支給額である．1839年以前についていえば，

井沢家の方がもともとの知行高が高いこともあるが，それ以

上に役米の支給額が大きいようである．ただし，一定度の引

取米もあって，その分がマイナスになっている．また，「御物

成相渡通」と実支給額との差をみれば，1838年は別にして，

基本的には「御物成相渡通」より実際の支給額は少なくなる

ようである．統計処理する際に気をつけなければならない点

である．

これに対して有浦家の場合は，1839年の金方渡の支給額

が大きいのはもちろんであるが，基本的な手取米の額も大き

くなっている．とくに1844年の実支給額は井沢家と有浦家

はほとんど変わらない．その後，井沢家の実支給額は1843

年までほぼ同額である．有浦家には，この間の史料が欠けて

いるために単純な比較はできない．ただし，1844年以降には

また上下動が大きくなる傾向は，グラフ1－吉岡家とほぼ同

等である．

1838年の改革年限から1844（弘化元）年までの 7か年は，

金方渡の導入もあって，それまでに比べれば，俸禄の支給額

自体は上昇していることが確認できた．ただし，基本的な俸

禄米が増加しているわけではなく，1839年以降の俸禄米の

支給額は全体的に下降気味であった．それでも，いつにも増

して俸禄の支給額をあげようという意図がはっきりとみえるこ

とが特徴であったといえよう．

3－4．仕法年限と仮御法

次の記述は，「吉岡由緒書」1845（弘化 2）年 11月12日の

記事である．

一 ，十一月十二日，御法年限之処，尚又十ケ年追年被　

仰出候，尤以来閏月有之年ハ別段御渡方被下置候旨

も被　仰出候，右ニ付来午年高百石以上四分五厘五

毛減ニ被　仰出，三百四十石手取米百十五俵余，金

七両弐歩余〈但，閏月ハ金一両二歩ト銭二百七十四

文ツヽ 渡〉○〈以来米金割合相
（ママ）

手取米之六分米方，

四分金方ニ相成ル〉

この年は，1839年から 7か年の予定で始まった仕法の年

限となる年で，これから10年さらにこの方針を継続するとい

う．実施はもちろん翌 1846年からである．ここで継続される

のは，第一に，関東朱印高のうち 4つ物成を「土台」とし，

そのうちの 40％を藩主や御台所の入用に，60％を家臣の俸

禄米にあてるという忠真の「十ケ年御勝手向き改革」以来の

方針である．第二に，俸禄米の支給方法も根取米仕法を継

続し，なおかつ金方渡の方針も維持するということである．

そのため，来年は，100石以上の知行高に対しては 4分 5厘

5毛（45.5％）減らすという．これは，根取米に対して減らす

ということであって，このマイナス分を引いた値が手取米と

なる．ただし，ここでは，これまで支給してこなかった閏月も

俸禄を支給するという．俸禄をあげるという方針は，若干で

はあるが，さらに拡大されているのである．吉岡家の場合は，

知行高 340石に対する手取米が 115俵余で，金方渡が 7両

2分余となり，閏月には金 1両 2分と銭 274文の支給となっ

た．そしてこれ以来，手取米と金方渡の割合は，60％対 40

％になるのだという．

その後の経過はというと，表 3とグラフ1に明らかなように，

毎年の年貢収納量に応じて減米率が決められ，手取米の額

が決定した．もちろん，金方渡も同様である．ところが，1853

（嘉永 6）年に大きな転機が訪れる．

一 ，当年御収納之位相分候ニ付，高百石以上米方一歩

二厘減，金方在役弐分減，無役四分被　仰出，外ニ

百石以上歩掛多ニ付，余米別被下有之，高三百四十

石手取米百弐十弐俵三升四合七勺八才，別被下米

十二俵七升九合九勺，都合百三十四俵余，金十一両

一歩弐朱・銀一匁五分〈御役ニ付分合御用捨分也〉，

但，三ケ年之間右御渡方ニ被居置候趣被　仰出候

〈別被下ハ当年ニ限候也〉

当年の年貢収納量が確定したので，知行高 100石以上は

根取米から1分 2厘（12％）減とし，金方渡は，在役のもの

については 2分（20％）減，無役であれば 6分（60％）減と

するという．また，100石以上は「歩掛」つまり減少率が大き

いから，余米を別に下されるという．その結果，吉岡家の俸
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禄は，在役なので，手取米が 122俵 3升 4合 7勺 8才に，

別被下米として12俵 7升 9合 9勺を加えて合計 134俵 1

斗 1升 4合 6勺 8才となり，金方渡が金 11両 1分 2朱と銀

1匁 5分であった．問題は，3か年はこの支給額に据え置く

と記述されていることである．さらに別被下米は，今年度だ

けの措置であるという．1855年の改革年限まで 3年残ってい

た段階で，手取米と金方渡を固定化するというのであるから，

これは「仮御法」と呼ばれた．

この年に何があったのか．一つは，2月2日に起きた小田

原地震である．「吉岡由緒書」によれば，この時の地震で御

屋形が大破してしまったので，22日に帰城した藩主の忠愨は，

大年寄杉浦平太夫の屋敷を宿所にしたという．また，この地

震について，4月に幕府から1万両を拝借している．このうち，

知行高 570石から300石までの家臣には金 4両 2分が支給

されたという．

今一つは，アメリカ東インド艦隊司令官ペリーが浦賀に来

航したことである．小田原藩は，ペリー来航の翌日，6月4日

から18日までの間，伊豆国下田（静岡県下田市），小田原浦，

大磯照ケ崎（神奈川県大磯町）に兵を詰めさせている．

改めてグラフ1をみてみると，1845年の改革年限以降，

手取米の支給額は上下の差が激しく，金方渡は抑え気味で

ある．この1853年の仕法では，手取米の額を抑えつつ，金

方渡を増額させている．それでも俸禄米の量に換算すれば，

150俵程度で，この量に抑えたとみることができよう．しかも

その後の俸禄支給は，小田原藩が幕末期の政情に巻き込ま

れていくことによってさらに大きな変更を迫られることになっ

ていく．

3－5． 幕末・維新期の政情と金方渡・根取米仕法の廃

止

1855（安政 2）年は，1846（弘化 3）年から始まった10か

年仕法および 1852年の仮御法の導入から 3か年目にあた

り 24），その年限，つまり再検討の年にあたる．ところがこの

年に「御転法」の取り調べは行なわれたものの，酒匂川の洪

水と江戸大地震などで入用が嵩んだために，1853年の「仮

御法」の通り据え置きになったという 25）．実際の改正が行な

われたのは，翌 1856年（安政 3）年のことであった．次は11

月26日の記事である．

一 ，同月廿六日，御法年限ニ付，来巳年より御渡方可相

改候処，御物入多ニ付，来巳一ケ年は先是迄之通被

差置，来ル午年より高七百石以上六分五厘渡，其以

下三百石余迄歩開，三百石六分七厘渡，其以下百石

余迄歩開，百石七分八厘渡，其以下三十石余迄歩開，

三十石以下八分九厘渡之内百石以上四分二厘五毛

通金方渡，其以下三十石余迄歩落，三十石以下一分

四厘一毛六弗通金方渡被　仰出，高三百四十石手取

米弐百四十五俵二分八厘九毛六弗ノ内米百四十一俵

一俵
（ママ）

四厘一毛六弗正米渡，同百四俵四厘八毛，此

金四十一両弐歩弐朱・銀四匁四分五厘八毛金方渡

この記事によれば，「御法年限」にあたるので，来年分から

の俸禄について見直しをしなければならないが，「御物入」が

多いので，来年 1か年はこれまでの通りとするという．その

上で，再来年＝1858（安政 5）年から以下のように改正する

というのである．まず，高 700石以上は 6分 5厘（65％）を

支給することとし，以下「歩開」で，高 300石は 6分 7厘（67

％）が支給される．以下，高 100石余までも「歩開」で100

石は 7分 8厘（78％），以下 30石余までまた「歩開」となり，

30石以下は 8分 9厘（89％）の支給となる．ただし，高 100

石以上は根取米のうち 4分 2厘 5毛（42.5％）を金方渡とし，

以下 30石余まで「歩落」で，30石以下は1分 4厘 1毛 6弗

（14.16％）を金方渡とするという．前述したように，「歩開」は，

知行高が少なくなるほど段階的に支給率を上げることをいい，

「歩落」は逆に知行高が少なくなるほど段階的に支給率を低く

することを意味する．すなわち，俸禄のうち，正米（現物）で

支給される米については，知行高が小さくなるほど支給率は

上がるが，金方渡については，知行高が小さいほど逆に金銭

で支給する割合が少なくなっていくということである．この結

果，高 340石の吉岡家では，手取米が 245俵 2分 8厘 9毛

6弗となるが，このうち，正米渡が 141俵 4厘 1毛 6弗で，

104俵 4厘 8毛の分は金方渡となり，その額は金 41両 2分

2朱と銀 4匁 4分 5厘 8毛であった．

この時の仕法切替えでは，まず本来支給する予定の額＝

根取米が，1828年の「十ケ年御勝手向き改革」以降，初め

て減少したことが注目されよう（グラフ1．赤丸のしるし）．し

かも，これ以降もこの根取米と金方渡の総額が支給されるこ

とはなかった．翌 1858（安政 5）年以降，「吉岡由緒書」には，
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毎年，「別段之訳ヲ以当年之通御渡ニて被差置候段被仰渡

候」との記述があり，結果的に1860（万延元）年までは，正

米渡・金方渡の総額はすべて150俵余となっている．結局，

1854年から1860年までの 7年分は，仮御法の際の支給額

で一定化することになったのである．この間，1855（安政 2）

年 10月2日には，1853年の小田原地震に引き続いて，江戸

大地震が起こっている．また1854年から1860年まではほぼ

毎年酒匂川が氾濫して，洪水を引き起こしていた．そのため

にとくに地方政策を中心に，安政の改革ともいうべき政策転

換が実施された 26）．さらにペリー来航後には，伊豆国下田を

はじめ，各所への海防動員が行なわれている．開国しても海

防に対する軍役が減少したわけではなく，かえって負担は増

大していくのであった．

そして1861（文久元）年に改めて「御法年限」をむかえる

ことになった．

一 ，十一月十日，御法年限之処，御物入多ニ付，来戌年

より五ケ年之間御家中御渡方，高千五百石一歩七厘

五毛渡，其以下三百石余迄歩開，三百石二歩五毛渡，

其以下百石余迄歩開，百石三歩二厘五毛渡，其以下

三拾石余迄歩開，三拾石以下七分四厘渡被　仰付，

高三百四拾石手取米七拾四俵八歩四厘四毛〈但，御

徒頭ニ付御役料十六俵三分三厘五毛〉，外ニ当年豊

作ニ付，別被下三百四拾石手取拾三俵九分七厘五毛

ここでいう「御法年限」とは，1856年に制定された根取米

の改正から5か年の年限をむかえたことを示している．しか

しながら，この改正による俸禄支給が 1度も実施されたこと

はなく，1853年の「仮御法」の支給額のままで固定化されて

いたことは，先に分析した通りである．ここでの大きな改正

点は，まず第 1に，金方渡が廃止されたことで，記事の中に

は金銭の支給についてはいっさい出てこない．第 2は，「御取

締中根取之御定被成御畳」27）と，1828年の「十ケ年御勝手

向き改革」以降の根取米が廃止されたことである．上記の記

事は，根取米額を示すのではなく，単純に支給すべき手取

米の額を示したに過ぎない．ただし，それは「十ケ年御勝手

向き改革」以前の「減米」として算出するのではなく，単に支

給率として計上している点が今回の改正の特徴であった．そ

の結果，吉岡家が受け取る俸禄は，前年までの正米渡 141

俵 4厘 1毛 6弗と金方渡 41両 2分 2朱・銀 4匁 4分 5厘

8毛に対して，手取米として 74俵 8分 4厘 4毛，御徒頭の

役料として16俵 3分 3厘 5毛が支給されることになってい

る．合計しても91俵 1分 7厘 9毛と正米渡の支給額ですら

大きく下回っているのである．ただし，当年は豊作であったこ

とから，「別被下」として，13俵 9分 7厘 5毛が支給された

のだが，これを加えても105俵 1分 5厘 4毛となっている．

1860年までの支給額が，金方渡を米に改めると，実質の支

給額が 150俵 2分 1厘 9毛 8弗ほどであったから，40俵以

上の減額となったのであった．「別被下米」は，その後若干で

はあるが，増加傾向にあったものの，全体的にはかなりの減

少であることは間違いない．

俸禄米の支給状況に象徴されるように，この時期の藩財

政はより一層，逼迫してきていたのであった．大坂の豪商鴻

池家の記録によれば，小田原藩は，1842（天保 13）年 7月

以来，借金の頼談はなかったが，1849（嘉永 3）年 7月に 7

年ぶりに頼談があると，その後はたびたび頼談しており，

1861（文久元）年から1867（慶応 3）年までは，毎年頼談を

行なっている 28）．頼談は，上方商人に対して借金申し込みの

相談をすることをいう．その理由も，1861年以前は，領内に

おける連年の洪水や旱損の被害，1849年の天守閣破損に江

戸上屋敷の類焼，1853年の小田原地震，1855年の江戸地震

など，災害に関するものが多く，幕府からの軍役としては海

防があげらている程度であったが，1861年以降は，将軍家

茂の上洛のために臨時入用，江戸大番役の拝命，イギリス

艦隊の横浜集結に対する派兵，京都警衛に甲府城代の拝命

等々，明らかに幕府による軍役過多が大きな要因となってい

た．とくに1864（元治元）年の禁門の変では，戦闘には巻き

込まれなかったものの，陣所が焼失したり，その後も天狗党

追討のために敦賀出兵を命じられるなど，過重な負担を強い

られることになった．さらに1868（慶応 4）年 5月には，幕

府遊撃隊と官軍との間で藩論が揺れ動いたことから，箱根の

山崎を中心とした戦闘に巻き込まれた．戊辰箱根戦争である．

1861年の「御法年限」による俸禄米改正は，また 5か年を

期限とするもので，1866（慶応 2）年が年限となる年であった．

しかしながら，その年に俸禄米支給に対する何らかの達が行

なわれた形跡はない．「吉岡由緒書」にも関係する記事は出

てこない．新たな記事は明治に改元後の11月16日のことで

あった．ここでは「先般御減禄ヲも被為蒙　仰，且近来引続
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格外之御物入ニ付，御家中空扶持被　仰付候」と，近来は

格別に物入りだからと言うことで，「空
から

扶
ぶ

持
ち

」が命じられた．こ

れまでの俸禄米支給はすべて廃止するということで，その代

わりに 6歳以上は1か月1斗 5升，6歳以下（未満）は1斗，

塩・味噌代として1か年に 6歳以上は1分，6歳以下には 2

朱が支給されることになった．これを「面
つら

扶
ぶ

持
ち

」と称した．当

時の吉岡家は，5人家族で，内1人が 6歳以下であったから，

俸禄米が 20俵 2斗 8升，塩・味噌代が 1両 2朱，萩代（詳

細不明）として1両 1朱，「別被下」として，高 400石から

300石までが 7俵，当主の信徳がお目付役を勤めていたため，

この役料が 7俵で，合計 34俵 2斗 8升と金 2両 1分 2朱

が支給の総額であった．

翌 1869年 11月14日には，藩主の忠良が知藩事に任命さ

れたということで．「定
じよう

禄
ろく

」となった．いわゆる定額制である．

この時の定禄は，高 1500石より500石までが 38俵，高 490

石より100石までが 33俵，高 90石より30石までが 28俵と

なっている．実質上の手取米は，前年と変わらない．ただし，

「当巳年御入用多ニ付」ということで，吉岡家が該当する高

490石から100石までは米 27俵 3斗 1升 5合 7勺 2才が

実支給額であった．さらに1870年 11月7日には，また定禄

が改正され，500石以上は現米 20石，100石以上は同17石，

99石以下は14石，下士は11石，卒（足軽）は 7石六斗とな

った．吉岡家は現米 17石で，この手取米は 33俵 2斗であっ

たから，実質的な支給額は1869年の定禄とほとんど変わら

ない．しかもこの年は100石以上は 4石減ずることが命じら

れ，実質手取米は，27俵 5升 7合であった．結局のところ，

前年の支給額より若干ながら減少しているのである．また，

翌 1871年 11月7日には，前年と同様 17石で手取米 33石 2

斗が支給される予定であると「吉岡由緒書」には記されてい

る．廃藩置県後のことであり，藩主の忠良は 9月3日に，ま

た前藩主の忠礼は，11月19日に移住のために東京に向けて

出立している．次年の俸禄米支給が発表された12日後のこ

とであり，実際には支給はされなかったと考えるのが妥当で

あろう．

むすびにかえて

本稿では，知行高 340石取の家臣吉岡家の俸禄米支給状

況を通して，1703（元禄 16）年の大地震と1707（宝永 4）

年の富士山噴火という二大災害からの復旧過程と，近世後期

から幕末・維新期における藩政の展開について概観してみ

た．俸禄米を手がかりとして検討した結果，この過程は以下

の通り，9つの画期に分けることができよう．表 3とグラフ1

をもとに改めてまとめてみることとする．

① 1707年の富士山噴火から 4年後の1711（正徳元）年，藩

当局は，家臣への俸禄米支給額（御渡米）を半減すること

を申し渡した．小田原藩の規定では，知行高 100石につき

108俵を支給する仕来りであった．340石取の吉岡家では，

366俵 6斗 6升が本来の支給額であったが，以後は183

俵余を12か月に分けて支給されることになった．ただし，

米の支給だけでみていけば，その後，この183俵余を超え

る米が支給されることはなかった．

② 1711年以降，とくに18世紀の前半は，地滑り的に俸禄米

の支給額が減少していった．とくに明和年間（1764～72）

に，吉岡家の俸禄米支給はわずか 36俵余，支給率 9.8％

まで落ち込んだ．この時，小給の者たちには月々の端米を

袋に入れて渡したことから「明和之袋米」と後年に語りつ

がれるという有り様であった．つまり，家臣への俸禄米は，

宝永富士山噴火後に半減となって以降も，50年余にわた

って減少を続けたのであった．

③こうした減少傾向に歯止めがかかるのは，寛政期（1789～

1801）のことである．とくに1794（寛政 6）年には，富士

山噴火後の年貢減免を止めた上で，増徴定免制が導入さ

れた．小田原藩の定免制は，年貢量を一定期間同額に保

つのではなく，反取額を固定化することを示している 29）．

④増徴定免制導入の後，19世紀の前半には，藩主大久保忠

真によって藩政の改革が積極的に進められた．その前半

期である文化～文政期（1804～30）には，なお，俸禄米の

支給は増減をくり返している．ただし，この時期の特徴と

して，支給額が毎年変わるのではなく．一定期間固定化さ

れたことが確認できた．

⑤俸禄米の支給方法が大きく変わったのは，1828（文政

11）年 11月の「十ケ年御勝手向き改革」を契機としてであ

った．この時の改革で，俸禄米支給には「根取米仕法」と

呼ばれる方法が導入された．従来は，「御渡米」から「減米

分」を差し引いた俸禄米を手取米として受け取っていたの

であるが，根取米仕法では，まず役職を勤めているかどう

かで支給率を決めた．役職を勤めていれば，7分（70％）

もしくは 6分（60％），無役であれば 5分（50％）とする．
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これが「根取米」である．ここから「御手伝引」と称して，

その年の豊凶などにより，一定額が差し引かれて手取米の

額が決定した．

⑥「十ケ年御勝手向き改革」の年限となる1838（天保 9）年

以降（実施は翌 1839年から）も，改革の方針も根取米仕

法も 7か年の継続となったが，この時から新たに根取米の

一部を金銭で支給する「金方渡」が始まった．金方渡にも

御手伝引は適用されていた．ただし，この財源については

不明である．

⑦ 1839年から始まった改革仕法の継続は，1845（弘化 2）

年に切り替えとなり，10か年の継続が決まった．ところが，

1853（嘉永 6）年 2月に起きた小田原地震と，6月のペリ

ー来航のために，今後 3年間は手取額を減らした上で同

額とする措置が実施され，これを「仮御法」といった．とこ

ろが，この切り替え年にあたる1855（安政 2）年は，酒匂

川の洪水や江戸大地震のためにさらに据え置きとなり，翌

1856年に仕法替えとなった．仕法の期限は 5か年で，特

記すべきは，1827（文政 10）年の「十ケ年御勝手向き改

革」以来初めて，根取米の額が減少となったことである．

ただし，諸般の事情により，来年は今年と同じように「仮

御法」のまま据え置くことが申し渡されたが，結局，この 5

か年仕法の時期も「仮御法」のまま据え置かれることとな

った．すなわち，「仮御法」が導入された1853（嘉永 6）年

から8年間は，「仮御法」で決定した額がそのまま据え置く

措置がくり返されたのであった．

⑧ 1856（安政 3）年からの 5か年仕法年限となる1861（文

久元）年には，また新たに 5か年の仕法替えが提示されて

いる．ここでは金方渡と根取米が廃止となった．また，支

給の方法も，本来の支給額に対して一定の支給率を乗じ

て手取米の額が決定されることになった．ここで根取米＝

目標額と手取米＝実際の支給額の乖離という問題は回避

されることになったが，それは手取米が「仮御法」の支給

額から大きく減少した上で，定額となったことを示していた．

またこの年限となる1866（慶応 2）年に何らかの措置が行

なわれた形跡はなく，1861年仕法替えで決定した手取米

の額がそのまま支給されている．このように，1861年以降

の俸禄米に関する措置は，将軍家茂の上洛のための臨時

入用に始まり，江戸大番役の拝命，イギリス艦隊の横浜集

結に対する派兵，京都守衛に，天狗党の追討，甲府城代

の拝命等々，幕府による軍役過多と幕末の情勢が大きな

要因であったことを確認しておこう．

⑨「御一新」をむかえて明治になると，まず 1868（明治元）

年 11月に，旧来の俸禄米支給を廃止して「空扶持」とする

ことが命じられた．これは家族の人数と構成によって支給

額を決めるもので，「面扶持」とも称した．さらに翌 1869年

11月には，藩主大久保忠良が知藩事を拝命したことで「定

禄」，つまり旧来の知行高などの俸禄米の規定額に応じた

定額制となった．また，翌 1970年にも定禄が改正された

が，明治に入ってからの支給額はほぼ一定であり，また江

戸期にもっとも低いとされた明和期（1764～72）よりもさ

らに低い額であった．

吉岡家に対する俸禄米金支給の変化を長期的に検討し，

これを藩政の動向と照合して見た結果は以上の通りである．

年貢の収納に関するこれまでの研究とあわせて全体的にみれ

ば，宝永の富士山噴火後ほどなくして俸禄米の支給が半減と

なり，その後，明和期（1764～72）にかけて続落し，寛政期

（1789～1801）を境に次第に回復に向かうが，これは年貢の

収納状況とほぼ一致した傾向であったといえよう．また，藩

主大久保忠真による1827（文政 10）年の「十ケ年御勝手向

き改革」は，こうした状況を勘案しながら進めたもので，俸

禄米に関しては，根取米仕法という画期的な方策を導入する

ことで，その後の俸禄制の基準となった．そうした状況が大

きく変化したのが，大地震とペリー来航という事態に見舞わ

れた1853（嘉永 6）年のことであった．その後も天候不順に

よる年貢収量の減少という事情を考慮しつつも，明らかに文

久期（1861～64）期以降にみられる俸禄米の大幅な減少は，

幕府軍役の過重および政情の激変という社会状況によるもの

であった．藩政の見取り図という観点でいえば，この段階に

おいて俸禄制度は，藩の外的要因によって崩壊していったと

いっても過言ではないであろう．
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